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たとえば、IMF（国際通貨基金）は 2010 年 10 月に発表した世界経済展望（World 








日本とアジア諸国の名目 GDP を比較すると、2004 年に立場が逆転しており、その差は
時間とともに広がる傾向にある（図表１）。名目 GDP の水準を単純に、市場規模とみな













































（注）アジアは中国、 NIES（韓国、 台湾、香 港、シンガポール）、A SEAN5（ タイ 、マ
レーシア、インドネシア、フィ リピン、ベトナム）、インド
















































（出所）Euromonitor International (2009), World Consumer Lifestyle Databook
2009  
 
図表 2 から以下の特徴が読み取れる。 
第１に、1990 年から 2000 年に、年間世帯可処分所得 1,000 ドル以下の家計人口が
11 億人から 7 億人に減少し、他方、同 1,001 ドル～ 5,000 ドルの家計人口が 12 億人
から 19 億人へ増加したことである。 
第２に、2000 年から 2008 年に、同 1,000 ドル以下の家計人口がさらに３億人に減
少し、同 1,001 ドル～ 5,000 ドルの家計人口が 18 億人とほぼ横ばいになったことで
ある。 
第３に、2000 年から 2008 年に、同 5,001 ドル～ 15,000 ドルの家計人口が 1.6 億
人から 7.5 億人と増加したことである。 
つまり通商白書は、家計人口がより高い所得層へシフトしていることをアジアの市
場の特徴として捉えた。 
さらに、年間世帯可処分所得が 5001 ドル～15,000 ドルに、同 15,001～35,000 ドル
を加えた家計人口を「ボリュームゾーン（中間所得層）」と名付けた。そして、図表 3
に示すようにアジアの「ボリュームゾーン（日本を除く）」が、1990 年の約 1.4 億人
から 2008 年にはその約 6.2 倍の約 8.8 億人に大幅に増加していることを指摘した。
国・地域別にみると中国とインドの規模および増加分が大きく、2008 年時点でボリュ






























『World Consumer Lifestyle Databook』に基づいている1。 
Euromonitor International 社が提供する年間世帯可処分所得データ区分は以下の 6
つのカテゴリーである。 
 
１）年間世帯可処分所得が 1,000 ドル以下の世帯数 
２）年間世帯可処分所得が 1,000 ドル超の世帯数 
３）年間世帯可処分所得が 5,000 ドル超の世帯数 
４）年間世帯可処分所得が 15,000 ドル超の世帯数 
５）年間世帯可処分所得が 35,000 ドル超の世帯数 
６）年間世帯可処分所得が 55,000 ドル超の世帯数 
                                                   
1 Euromonitor International 社は、消費財の国別市場について 30年以上の経験を持つ調査会社であり、
全世界の消費財市場や国別統計、消費者動向などの情報を提供している。本社はロンドンにあり、シカゴ、
シンガポール、ブラジル、上海などに事務所を持つ。2010 年には東京事務所に開設した。同社のアナリ





























図表 5 が示すように、5,000 ドル以下の家計人口は、2000 年の 25 億 6,000 万人（全
































プの World Resources Institute が作成した「The Next 40 Billion-Market Size and 
Business Strategy at the Base of the Pyramid（次の 40 億人‐BOP 市場の規模とビ
ジネス戦略）」やアジア開発銀行（ADB）の「“The Rise of Asia’s Middle Class（ア
ジア中間層の台頭）」が参考になろう。 
前者は、この「低所得層」の家計消費市場を「BOP ビジネス」として世界に広める
きっかけを与えた報告書である。BOP とは、「Base of the Pyramid」の頭文字をとっ
たもので、BOP ビジネスは、途上国における低所得層の市場を対象とするビジネスの
ことである。同書では、BOP 市場の対象者を一人当たり年間所得 3,000 ドル未満（購
買力平価レート換算）の所得層と定義しているが、これは、Euromonitor のデータに






















インド 1,034 98.6 93,710 16,962 92.7 1999/2000
インドネシア 213 97.8 24,036 6,177 92.2 2,002
マレーシア 19 80.0 38,072 16,275 43.0 2,000
フィリピン 24 30.0 56,024 13,096 10.8 2,000
(出所）World Resurce Institute[2007] The Next 40 Billion: Market Size and
Business Strategy at the Base of the Pyramid ,
(http://www.wri.org/publication/the-next-4-billion 2011年2月15日アクセス）の









て、World Bank の『PovcalNet』を使用している2。 
次に、「富裕層」を考察したい。図表 7 は、「富裕層」（年間世帯可処分所得が 35,001
ドル以上）の家計人口をみたものである。ここでは、NIES（韓国、台湾、香港、シン
ガポール）、中国、ASEAN5、インドに区分した。NIES における富裕層の家計人口は 2000
年の 2,330 万人から 2008 年に 3,550 万人に増加した。他方、中国、ASEAN、インドの
富裕層は、2000 年時点では 1,110 万人と少なかったものの、2008 年には 3 倍以上の
3,590 万人に増加し、NIE の規模を超えた。内訳は、中国が 1,850 万人、ASEAN５が 930
万人、インドが 810 万人であった。 
                                                   
2 各国の家計所得・支出の 10 分位層についての比率が入手できる。
http://web.worldbank.org/WBSITE/EXTERNAL/EXTDEC/EXTRESEARCH/EXTPROGRAMS/EXTP
OVRES/EXTPOVCALNET/0,,contentMDK:21867101~pagePK:64168427~piPK:64168435~theSitePK
































下位中間層は 2000 年の 1 億 5,400 万人から 2008 年には 4.9 倍の 7 億 4,700 万人に
増加した。他方、上位中間層は同期間に 6,000 万人から 2.3 倍の 1 億 3,600 万人に増
加した。両所得層ともに増加傾向にあるが、下位中間層の増加が顕著で、中間所得層































範囲は少し広い。年間 5,001 ドル～35,000 ドルという世帯可処分所得は、1ドル 80 円
で換算すれば 40 万円～280 万円に相当する。この下限にある家計と上限にある家計の
消費形態が大きく異なることは明らかであり、中間所得層に含まれる二つの所得階層
の中間値 10,000 ドル（80 万円）と 25,000 ドル（200 万円）を比較しても同様である。
中間所得層は、下位中間層と上位中間層を区分して議論すべきであろう。 
このことを、中国の家計調査からみておこう。 





































えば、2009 年時点での中国の都市部の可処分所得は、上海の 28,838 万元から甘粛省
の 11,930 元と２倍以上の格差が存在する。 
さらに、省内格差などを考慮に入れれば、地域別市場の把握には、中国やインドで
は省や州レベルよりも詳細なデータ収集が必要になると考えられる。図表 10 は、中国
の一人当たり GDP の水準を 333 の地級市区と 4 つの直轄市に区分して示したものであ
る。所得水準の高い地域が沿海部に集中していることがわかる。この地域の一人当た
り GDP は 10,000 ドル近く、世界銀行の定義に従えば、「高所得国(high income 
countries)」の水準に達していることになる。他方、内陸部・地方部では貧困に苦し

































NIRA（2009）は、中間所得層の人口が 2008 年の 8.8 億人から 2020 年に 14.3 億人に










けた。また「基準シナリオ」の場合も中間所得層以上の人口規模は 2020 年には 19.5













































ータの出所である World Consumer Lifestyle Databook 2009 からデータの入手が可能
な 69 カ国の 2005 年の中間所得家計比率（％）と一人当たり GDP（PPP、constant 2000 
international $）のデータをプロットして、3 次曲線の回帰式を求めた。」（NIRA（2009）
p.29）としており、これに対し、柳川・森［2010］は、一人当たり GDP を 2005 年基準
の新しいデータに置き換え、中間所得層と高所得層（富裕層）の家計比率の推計に当
たって想定した曲線としてゴンペルツ曲線を使用し、後に中間所得層の家計比率を計

















（出所）NIRA(2009)、柳川・森（2010）、Euromonitor In te rnational, World






















中国 8.24 3.24 3.24
インド 4.73 1.73 1.73
香港 2.42 2.42 4.42
韓国 3.85 3.85 5.85
シンガポール 3.44 3.44 5.44
タイ 1.93 1.93 3.93
マレーシア 2.6 2.6 4.6
フィリピン 2.16 2.16 4.16
インドネシア 1.48 1.48 3.48










家計消費市場の展望については、次の 2 点が今後の課題となろう。 
 第１に、長期成長率をどう推計するかである。上に示した２つのシミュレーション


























































































































図表 15 のようになる。 
日本の人口ボーナスはすでに終了しており、2010～15 年に韓国、台湾、香港、シン















始点 終点 始点 終点 2009年（ドル）
　日本 1930-35 1990-95 1960-65 2000-05 39,727
NIES
　韓国 1965-70 2010-15 1985-1990 2025-30 17,078
　台湾 1960-65 2010-15 1985-1990 2025-30 16,380
　香港 1960-65 2010-15 1975-1980 2025-30 30,065

































貯蓄率の上昇による効果を「第２の人口ボーナス」とする見方がある（Feng and Mason 
［2005］）。「第２の人口ボーナス」の時期をどのような期間にするかも定まった見方は
ないが、たとえば生産年齢人口比率が従属人口の２倍を上回る期間とすれば、人口ボ




































































































0 1 ,0 00 2, 000 3,00 0 4 ,0 00
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 0 -4
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差をさらに拡大させる原因になるかもしれない。ちなみに 2009 年の一人当たり GDP は
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